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【論文要旨】
1．研究の背景と目的
　2006（平成18）年4月に、法施行5年目の大幅改
正が行われた介護保険制度は、介護予防給付等の
新たな制度導入で注目を集めた。しかし、その創
設過程において取り上げられていた要介護高齢者
（以下、要介護i者）を介護する家族の介護負担の
軽減といった家族への支援については、介護保険
制度そのもの並びに今回の改正においても、あま
り言及されているとはいえない。
　要介護者を介護する家族の介護負担について
は、介護保険制度施行以前から多くの研究がみら
れたが、それらの研究においては、家族の介護負
担の軽減の必要性がいわれている。また、家族の
介護負担や家族自身の抱える問題は高齢者虐待の
要因ともされており、家族の介護負担の軽減、家
族の抱える問題の解決は、要介護者の生活の質を
維持するためにも必要であるといえる。
　家族の抱える問題は、要介護者の生活の質と蜜
接に関係しているといえ、要介護者への支援の際
に、家族への支援を実施する必要があるのではな
いかと考える。例えば、問題を抱えた家族への支
援が不十分であれば、介護支援専門員は、ケアマ
ネジメントの機能を果たせず、要介護者の生活の
質を向上させることも困難であるといえる。ゆえ
に介護支援専門員が、居宅介護支援（ケアマネジ
メント）を行う過程において、家族への支援がど
のように実施されているのかを明らかにする必要
があると考える。
　本研究の目的は、介護支援専門員による居宅介
護支援過程における家族への支援の実態を明らか
にし、家族への支援の展望と課題を論じることで
ある。
2．研究方法と論文構成
　文献研究およびフォーカス・グループ・インタ
ビュー調査を実施した。インタビュー調査の目的
は、「居宅介護支援過程における家族への支援」
を「家族が有する問題の解決をすることにより、
要介護者への支援となるもの」と定義し、介護支
援専門員が家族への支援を実施している実態につ
いて把握することである。調査対象者である介護
支援専門員には、倫理的配慮として、口頭並びに
書面にて、調査協力の契約、調査結果等の秘密保
持、匿名性について確認を行い、承諾を得た。
　論文構成は以下のとおりである。
序章：要介護高齢者を介護する家族への支援
第1章：家族への支援と介護保険制度
第2章：居宅介護支援過程における家族への支援
の実態
第3章：家族への支援に関する考察一介護保険制
度並びに居宅介護i支援過程において一
終章：結論一家族への支援の展望と課題一
3．結果と考察
　介護i保険制度創設の検討初期において強調され
た家族への支援等は、制度の成立過程において居
宅介護支援、という方向性で集約された。本論文
では、介護保険制度創設過程における家族の捉え
方の経過を整理し、重要性が言われていたにも関
わらず、曖昧になっていることを確認した。
　またインタビュー調査の結果、介護i支援専門員
は、要介護者への支援に際して、家族が問題を抱
えている場合、その問題が要介護者への支援の妨
げとなっていることを認識していることが明らか
となった。家族の問題は、家族自身に起因するこ
と、家族と要介護者との関係、家族間の問題、家
族と近隣・別居親族間の関係といった、多様な関
係性において生じており、そうした家族の問題は、
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介護サービスの拒否や不適切な介護といった介護
の問題として要介護者の生活に影響を与えてい
る・‘一方で、家族の要介護者への気兼ねや要介護
者によるサービスの導入の拒否により、要介護者
が家族の生活に影響を与えていることも明らかと
なり、要介護者と家族は、互いに影響しあう関係
であることがわかった。また、介護i支援専門員は、
家族への支援の困難性を認識しており、家族への
支援が十分にできていないという実態が明らかと
なった。
　介護支援専門員による「居宅介護支援過程にお
ける家族への支援」が十分にできない要因として、
居宅介護支援が居宅サービスと要介護者を結ぶ、
仲介機能を主としているためであると考えられ
る。家族の問題が多様な関係性において生じてい
るため、要介護者と家族を1つの支援対象者と捉
える、全体としての家族（family　as　a　whole）への
支援やソーシャルワークを実践する必要がある。
しかし、居宅介護支援が仲介機能を主としている
ため、介護支援専門員は、居宅介護支援過程にお
ける家族と要介護者への支援のために必要とされ
る問題の解決や介入といった機能を実践現場にお
いて要求されても、2つの機能の相容れなさに板
ばさみにあってしまう。また、こうした実態が、
要介護者へのサービス提供という居宅介護支援の
仲介機能を阻害することとなる。よって、制度の
意図する要介護者へのサービス提供を実施するた
めには、家族への支援も実践されていなくてはい
けないといえる。
4．研究の結論
　介護支援専門員による家族への支援には、「要
介護者へ居宅サービスを提供する機能をもって、
家族の介護負担を軽減するという家族への支援」
と「居宅介護支援過程における家族への支援」と
いう2つの支援があることが文献研究から明らか
となった。そして、インタビュー調査の結果から、
介護支援専門員による「居宅介護i支援過程におけ
る家族への支援」が不十分であることは、「要介
護i者へ居宅サービスを提供する機能をもって、家
族の介護負担を軽減するという家族への支援」だ
けではなく、要介護者への支援そのものを行えな
くさせる。よって、居宅介護支援過程における家
族への支援が必要であるということと、家族への
支援の実態が明らかとなった。
　家族への支援についての今後の展望と課題とし
て、介護支援専門員自身の相談援助技術のさらな
る向上が必要である。また、地域包括支援センタ
一の活動を中心とした、保健・福祉・医療の連携
による地域での包括的ケアにおける家族への支援
が期待される。地域包括支援センターに関しては、
業務の煩雑さや多職種間の連携の困難さが解消さ
れなければ地域包括支援センターの業務である、
ネットワーク構築による高齢者への支援、ひいて
は家族への支援にも障害がでると考えられる。従
来からのこうした課題が今後どれほど解消される
のかが課題であるといえる。
【審査および最終試験の報告】
　本論文は、介護保険制度における家族支援につ
いて問題提起を行うとともに、その実態を明らか
にしたものである。筆者である永野氏は、現場経
験から高齢者を支援するためには家族支援が必要
であるという仮説をもって研究を始めた。研究を
進めるうちに、介護保険制度の中で家族支援が曖
昧になっていったことが明らかとなり、①介護保
険制度成立過程における家族支援の位置づけを整
理し、②居宅介護支援における家族支援の捉え方
を明確にし、③フォーカス・グループ・インタビ
ューによる介護支援専門員の家族支援の実態を明
らかにしていった。一見自明のことのようである
が、制度成立当初からの家族の家族支援の制度的
変遷を整理し、居宅介護支援における家族支援の
あり方にスポットをあてた論文は少なく、大変興
味深い内容となった。今後の課題としては、家族
支援とその方法（氏はソーシャルワークのあり方
だと考えている）を模索することになると思う。
　まだ論文執筆上の課題はあるが、現場の『想い』
を淡々と科学化しようとした意義は大きいと考え
る。永野氏はソーシャルサポートネットワークに
関する文献研究も行い、昨年の日本社会福祉学会
のポスターセッションで報告したが、結局それを
本論文にあまり使用しないで書き上げることとな
った。その二重の努力も評価したい。
　永野氏の「家族支援は高齢者の利益になる」と
いう一貫した姿勢が、本論文の根底に流れており、
それが本論文をよりよいものにしていると感じら
れる。介護保険制度下における家族支援の提言に
もなる論文であり、修士論文として大変すぐれた
論文である。
　　　　　　　　　　　　　　（主査　藤林慶子）
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